
 

  

三重県後期高齢者医療保険料減免事務基準 

 

平成２１年８月１９日訓令第３号 

 

（趣旨） 

第１条 この基準は、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号。

以下「法」という。）第１１１条、三重県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療

に関する条例（平成１９年条例第３６号。以下「条例」という。）第１８条及び三

重県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例施行規則（平成２０年規

則第３号。以下「規則」という。）第３４条から第３６条の規定に定める三重県後

期高齢者医療広域連合が行う後期高齢者医療保険料（以下「保険料」という。）の

減免の事務取扱に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

 （三重県後期高齢者医療広域連合長が定める保険料の減免） 

第２条 条例第１８条第１項第５号に規定する三重県後期高齢者医療広域連合長（以

下「広域連合長」という。）が特に必要があると認めることは、次のとおりとする。 

（１）被保険者が、刑事施設、労役場その他これらに準ずる施設（以下「刑事施設等」

という。）に拘禁された場合であって、法第８９条に規定する当該拘禁期間に係

る給付の制限を受けた場合 

（２）条例第１８条第１項第１号から第４号及び前号の規定のいずれにも因り難い事

由により生活が困窮し、徴収猶予その他いかなる納付方法によっても、保険料の

納付が著しく困難であると広域連合長が認めたもの 

 

（減免の適用期間等） 

第３条 被保険者又は連帯納付義務者（以下「申請者」という。）が、条例第１８条

第２項に規定する期日までに申請を行った減免を適用する保険料は申請日より後

に到来する納期に係る保険料（以下「納期未到来保険料」という。）を対象とし、

条例第１８条第１項第１号による申請の場合は、災害の発生した日の属する年度に

限るものとする。この場合において、納期未到来保険料のうち申請を受理した時点

で既に納付済が確認されているものは、減免を行わないものとする。 

２ 刑事施設等へ拘禁された被保険者に対する保険料の減免額は、当該被保険者に対

する拘禁が開始された日の属する月から、その拘禁を解かれた日の属する月の前月

までの期間に係る月割保険料額とする。 

３ 前項の場合において、当該被保険者の拘禁が開始された日の属する月と、その拘

禁を解かれた日の属する月が同月である場合は、保険料の減免を行わない。 

 

（減免の申請期日の特例） 

第４条 広域連合長は、申請者が条例第１８条第２項に規定する期日（以下、本条に



 

  

おいて「指定期日」という。）までに規則第３４条第１項に規定する申請書並びに

同意書その他減免を必要とする事実を証明する書類等（以下「申請書等」という。）

の提出ができないと認める場合に限り、減免を必要とする事由が止んだ日から起算

して６０日を経過する日までに提出された申請書等は、指定期日までに提出があっ

たものとみなす。 

２ 前項に規定する場合において、申請者は、指定期日までに申請書等を提出できな

かった理由を記載した書類を広域連合長に提出しなければならない。 

 

 （減免額の適用の特例） 

第５条 申請者が、条例第１８条第１項各号に掲げる減免事由の２以上に該当する場

合には、減免額の最大となる事由のみを適用するものとする。 

 

 （災害により損害を受けた財産等） 

第６条 条例第１８条第１項第１号に規定する「著しい損害を受けた住宅、家財その

他の財産」は、被保険者及びその属する世帯で生計を一にする世帯主又は世帯員が

所有し、かつ、被保険者が居住の用に供する住宅又は日常使用するものに限るもの

とする。 

 

（減免割合の判断基準） 

第７条 規則別表１（第３５条関係）適用区分の第１号各項に規定する「前年の世帯

合計所得」は、高齢者の医療の確保に関する法律施行令（平成１９年政令第３１８

号）第１８条第４項各号並びに条例第１４条第１項各号、第２項、第４項及び附則

第３条により被保険者均等割額の減額を行う際に用いる被保険者、その属する世帯

の世帯主及びその属する世帯の他の世帯員である被保険者につき算定した総所得

金額の合算額とする。 

 

（減免額の端数計算） 

第８条 保険料の減免額に１円未満の端数があるときは、これを切り上げる。 

 

 （減免額の更正） 

第９条 保険料の減免決定後に減免前の保険料額を更正する必要が生じたときは、保

険料の減免額も併せて更正するものとする。 

 

（減免の申請書等の補正等） 

第１０条 広域連合長は申請者が申請書等の提出を行った場合において、当該申請書

等の記載内容について補正を行う必要があると認めるとき、又は審査に必要な添付

書類が不足していると認めるときは、関係市町（三重県広域高齢者医療広域連合規

約（平成１９年三重県指令政策第１７－８６８号）第２条に規定する関係市町をい



 

  

う。）を通じて、当該申請者に対して補正又は証明書類の追加提出を求めることが

できる。 

 

 （減免の取消し） 

第１１条 広域連合長は、申請者が次のいずれかに該当するときは、保険料の減免額

の一部または全部を取り消すものとする。 

（１）資力の回復その他世帯の事情の変化により、減免が不適当であると認めたとき。 

（２）虚偽の申請又は不正な行為により減免を受けたことが判明したとき。 

２ 広域連合長は、前項第２号の規定により保険料の減免を取り消すときは、当該取

消しの日の前日までの間に減免によりその納入を免れた額を一時に徴収するもの

とする。 

 

   附 則 

 この基準は、公布の日から施行する。 


